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障害児の保護者に対するペアレント・トレーニングの動向
水内豊和 1)・阿部美穂子2)・小暮陽介2)
近年、特にADHDを中心とした発達障害児を持つ保護者に対する「ペアレント・トレーニング(以
下PTとする)Jが着目されている。 PTは、さまさ、、まな障害を持つ子どもの保護者に、行動療法の理論
を系統的に講義し、自分の子どもを相手に実践してもらうことにより、子どもの困った行動に対処で、きる
ようにすることを目的としている。本稿では、これまでに行われてきたPTについて、対象となる保護者
や子どもの特性、プログラムの目的や方法、そして有効性などについて、圏内の論文から概観する。
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1.はじめに
小中学校の通常学級に「軽度発達障害」が疑われ
る子どもが6.3%在籍している可能性老指摘されて
から、特別支援教育体制の確立は急務の課題となっ
てきている。富山県でも、平成17年度より文部科学
省の特別支援教育体制推進事業の委嘱を受け、体制
整備が進められている。富山県では県内全域をこの
事業の対象とし、教育、福祉、医療、保健等の連携
協力体制を支援するための県および、県内障害保健
福祉圏域に合わせた地域別の特別支援連携協議会の
設置、専門家チームの設置、平成19年度までの3か
年ですべての小・中学校在対象に実施する特別支援
教育コーディネーター養成研修、県内すべての幼・
小・中・高等学校の管理職を対象とした特別支援教
育研修会、相談員が幼・小・中・高等学校を訪問し
助言等を行う巡回相談等を行っている。また、富山
県では特に、すべての盲・聾・養護学校において、
特別支援教育コーディネーターを複数名指名し、
併せて地域における特別支援教育の中心となるセン
ター校として学校ごとに支援地域を指定し、幼-
小・中・高等学校等への相談・支援を行うことがで
きるように体制を整えている。平成18年9月時点で
の県内小・中学校における校内委員会の設置率は、
小学校100%(全国平均96.3%)、中学校98.8%(同
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94.7%)、また、特別支援教育コーデ、イネーターの
校務への位置付け率は小学校で100%(同93.3%)、
中学校で100%(同90.9%) となっており、富山県
が県内全域にわたり事業在進めてきた結果、着実に
体制整備が進んできていることがうかがえる。
しかしながら現状では、富山県も含め、全国的見
地でみると、支援体制整備は未だ途上にあるといえ
る。たとえば、軽度発達障害のある子どもの支援を
めぐり、教師聞によって子ども理解の程度に差があ
る(竹林・別府・宮本 2004)ばかりか、教師と保
護者との間の子どもへの支援についての考え方にも
未だに大きな組離がみられる(水内， 2006)のも事
実である。特に、軽度発達障害の子どもは、外見上
から障害があることがわかりにくいため、周囲がど
のように彼らを理解し、かかわっていけばよいのか
が難しい。学習面、行動面、社会性の面などで、さ
まざまなつまずきを抱えているが、彼らは決して努
力していない子どもでもないし、保護者のしつけが
悪いわけでもない。したがってこうした子どもへの
支援において、家庭と学校との連携が必要なことは
もはや言うまでもないことではあるが、子どもを「養
育」する保護者に、子どもへの適切な支援のあり方
を提供するという視点は、軽度発達障害児の示す問
題行動を減らし、家庭でも学校でも子どもが生活し
やすくするためにも必要なことである。
アメリカ合衆国では、障害のある子どもがいれ
ば、その子どもだけではなくて家族をも含めた支援
が必要であるという考え方が主流である。これを家
族中心のアプローチ (familycentered approach) 
といい、その目標は子どもを含めた家族をエンパワ
メント (empowerment)することにある。その背
景には、 DV、虐待、離婚など、子どもの育つ基盤
である家庭そのものがハイリスクで脆弱なケースが
多いという社会的背景がある。 IEP(Individualized 
Education Program :個別の教育計画)が 3歳以
上の障害のある子どもすべてに作成され、教師を
含めたさまざまな専門家による無償で適切な教育
が受けられることはわが国でもよく知られている
が(詳しくは曽根， 2005などを参照)、同様に、 3
歳以前の子どもに対しては、子どもとその家族に
対してどのような支援を行うのかをまとめたIFSP
(Individualized Family Service Plan :個別の家族
支援計画)が作成され、それに基づいた適切な支援
がなされている(詳しくは星山・神山・星山， 2005 
を参照)。このことは、障害のある子どもだけでは
なく、その家族をも包括的に支援することの重要性
老示唆するものである。
こうした家族中心のアプローチの中でも、とりわ
け今日、わが国に導入され、その有効性が期待され
ているもののひとつに、「ペアレント・トレーニング」
がある。これは、文字通り、「保護者 (parents)を
子どもの最良の養育者に訓糠 (training)する」こ
とであり、同義語として「親訓練JI親トレーニング」
などと訳され用いられでもいる。ペアレント・トレー
ニング(以下PTとする)は、 1960年代にアメリカ
合衆国を中心に始まった。しかし、 PTは親にとっ
て負担増なのかそれともメリットなのかという論争
を経て、今日では、保護者にも子どもにとっても有
効であるという研究成果が示されてきている。なお、
海外におけるPTの研究と実践動向、成果について
は免田・伊藤・大隈・中野・陣内・温泉・福田(1995)
に詳しいので参照されたい。
本稿では、これまでに行われてきたPTについて、
対象となる保護者や子どもの特性、プログラムの目
的や方法、そして有効性などについて、国内の論文
から概観する。なお、分析対象とした文献は、国立
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国会図書館のホームページにある「蔵書検索・申込
システム (NDL-OPAC)Jの「雑誌記事索引の検索」
において、「ペアレント・トレーニングJI親訓練」
「親トレーニング」の検索語でヒットした文献に加
えて、関係する出版物などから収集した。
I. PTとは何か
1. PTの定義
先述したとおり、 PTとして特に近年わが国にお
いて注目され、取り入れられているものは、 ADHD
児の保護者に対するPTであろう。これには、アメ
リカ合衆国にあるカリフォルニア大学ロサンゼル
ス校(UCLA)神経精神医学研究所スタッフである
Whithamが著したものの邦訳(上林・中田・藤井・
井澗・北， 2002;上林・藤井・門脇， 2003)、なら
びにそれらに準拠しながら、とりわけわが国におい
てPTを実践するための具体的なガイドラインとし
て刊行された著作(岩坂・中田・井澗， 2004)が、
わが国でのPT導入と実践に大きく寄与している。
このPTは、どのように定義されているのであろ
うか。大隈・免田・伊藤 (2001)によると、 PTとは、
「親が自分の子どもに対する最良の治療者になれる
という考えに基づき、親者対象に子どもの養育技術
を習得させるトレーニング」であり、さらに具体的
に言うならば、 IADHDを持つ子どもの行動特徴を
理解し、行動療法に基づく一貫した対応を繰り返し
ていくことによって、適応行動を増やし、不適応行
動を減らしていくテクニックを習得するための親へ
の行動」であるという。このように、ほとんどの論
文においてPTは、「親を共同治療者にするために親
を訓練すること」、「親子関係を良好にすることによ
り、子どもの問題行動を減らすこと」、「そのための
具体的テクニックを訓練すること」、というのが共
通的な理解のようである。ただし、論者によっては、
「子どもの治療効果を維持し親に自信を持ってもら
うために、親に治療技術を習得してもらうことJ(免
田・伊藤ら， 1995)と親の育児に対する自信回復と
維持の視点も重視されていたり、子どもの問題行動
を減らすことだけでなく適応行動を増やすというこ
と(山上・伊藤・大隈， 1991;大隈・免田・伊藤，
2002 ;伊藤・大隈， 2005)、さらにその具体的テク
ニックは行動療法に拠るとする、ということまで踏
み込んで、言及しているものもある(大隈・免田ら，
2002 ;大隈， 2006)。
また、藤坂・井上 (2004)は、 PTを「発達障害
児への(標的課題に対する)早期集中行動介入を行
う」ために実施するものであるとし、また、李・中
野(1989)は「幼児の言語的・社会的問題行動を改
善し、その般化を促進する手段Jと位置づけるなど、
子どもの発達を促進させるために治療者・訓練者と
して親に対してPTを行うことを明確に位置づける
立場をとるものもいくつかみられる。
2. PTの必要性
ADHD児の親に対するPTは、子どもへの薬物療法
との併用で用いられていることも多いが、大隈・伊
藤・免田 (2006)は、特にADHD児に対してPTが必
要な理由を以下のように述べている。
-薬物療法が有効でない子どもや、薬物による重大
な副作用がある場合、あるいは親のほうに薬物療
法に対する抵抗があり、薬物が使用できない場合
がある。
• PTの併用により薬物の量を減少できる利点もある0
・そのためにも、薬物以外の効果的な介入方法であ
るPTが必要である。
また、岩坂・楠本・大西 (2003)は、 PTは「少
人数のグループで約半年聞かけて行うため、参加で
きる人数が限られており、最も効果が見られやすい
とされる幼児期後期から児童期にPTを受ける機会
を逸してしまうことも少なくない」とし、早期介入
の重要性と、機会拡大の必要性を述べている。
m. PTの対象者
1. P Tを受けた対象者とその経緯
(1)対象者の属性
これまで報告されている論文からは、 PTを受け
ているのは、ほとんどが母親であり、父親を対象と
したプログラム(亀井・清水， 1995)、両親が参加
したプログラム(藤坂・井上， 2004)は少ない。母
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親の年齢は、そのほとんどが30代前半から中盤で
あった。記述があるもので来談時当初の母親の最年
少は24歳(李・中野， 1989)、最年長は42歳(免田・
伊藤ら， 1995;福田・中藤・本多・興津， 2005)で
あった。なお、多くのPTでは、参加者に対して、
毎回の参加と、各回ごとに出されるホームワークに
取り組むことを義務付けているが、それに加えて、
免田・伊藤ら(1995)では、 PT参加希望者に対し
て、母親自身に知的障害や明らかな精神障害がない
こと、子どもと同居していることも条件としている。
また、岩坂・中田ら (2004)は、集団形式のPTを
募集形式で行う場合、①参加動機が高い、②子ども
の障害を理解し診断を受け入れている、③持続して
参加できる、④PTの内容を実践できる、⑤参加者
自身が精神的に安定しているなどを基準として推奨
している。
(2)対象者がPTを受けた経緯
PTを受けた経緯は、大きくは、専門機関がこう
したPTを開催することを告知して募集するケース
と、極度の育児ストレスを抱え養育困難状況を呈
した母親が病院などのプライマリー・ケア機関から
PT実施機関ヘ紹介があり開始するケースとに分け
られる。
PTを実施する機関からの募集に応じたものとし
ては、たとえば、保健センターでの募集(福田・中
藤， 2000)、児童相談所、病院などの関係機関での
募集と新聞紙上による広告での募集(免田・伊藤ら，
1995)、発達障害児の親の会に向けて発達障害児へ
の早期集中行動介入 (EIBI)に基づく家庭教育を試
みる親に対する講習会の開催として募集(藤坂・井
上， 2004)などがある。ただし、こうした募集形式
をとると、応募者が定員を超えてしまうことも少な
くなく、免田・伊藤ら(1995)は、参加で、きなかっ
た希望者はウェイティングリストにのせ、次回以降
に対応するようにしている。
一方、子どもの発達に関する相談を病院や保健セ
ンターなどのプライマリー・ケア機関に持ち込み、
そこからPTを受けることを紹介されたケースも少
なくない。李・中野 (1989)では、言語発達の促進
と対人行動の改善を主訴とする相談、野坂・内田
(2006)では、ADHD児の問題行動、自閉症児のコミュ
ニケーションの改善をそれぞれ保護者が家庭でも取
り組みたいという相談を大学の相談機関で受けて
PTが開始されている。またPTが対象者にとって緊
急性を帯びているケースとして、山上・伊藤ら(1991)
は、父親の母親に対するDVがあり、知的障害の子
どもを母親が家庭で養育することが困難な状況を呈
し入院にいたったケースについて、母親の育児能力
向上と自信の回復を目的に、漸次的に病院から家庭
に移行しながらPTを実施した事例を紹介している。
国立病院機構肥前精神医療センターでは、病院外
来や他の相談機関からADHDと診断され、 PTのプロ
グラムを紹介され、訓練が開始されており(大隈・
免田ら， 2001;伊藤・大隈， 2005;大隈・伊藤ら，
2006)、地域の医療・保健領域のリソースと、 PT実
施機関とが有機的に連携しているケースもみられ
る。
2. PT対象者の子どもについて
(1)対象者の子どもの生活年齢
PT対象者の子どもの生活年齢(以下CAとする)
はl歳10ヶ月(福田・中藤，2000)や1歳1ヶ月(藤坂・
井上， 2004)といった極低年齢段階から、 33歳とい
う成人を対象としたケース(岩坂・楠本ら， 2003) 
までさまざまな報告がなされている。しかし、多く
のケー スで、 3歳以上の幼児~小学校までの子ども
が対象となることが多く、グ予ループの中で、子ど、もの
年齢に大きな幅があるケースは岩坂・楠本ら(2003)
以外には見られなかった。
(2)対象者の子どもの障害
対象となる子どもの障害は、基本的にはADHDが
多い(大隈・免田ら， 2001 ;飯田， 2002;岩坂・清
水・飯田・川端・近池・大西・岸本， 2002;藤井，
2003 ;伊藤・大隈， 2005;大隈・伊藤ら， 2006)。
ただし、小集団で、行う形式のPTの場合、必ずしも
対象者の子どもの障害がADHDだけで統制すること
は諸般の事情で実施上難しいことも少なくない。た
とえば、岩坂・楠本ら (2003)では、 18名と20名
の2つのグループに対するPTを報告しているが、
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ADHDの診断があるのは前者は9名、後者は14名で
あった。またADHDは他の障害と並存したり、適切
な支援がなされないと二次障害を併発することも
多い。岩坂・清水ら (2002)では、 PTを受けてい
る対象者の子ども 11名(小学校 2~4 年生男女、
FIQ62~131) 全員がADHDの診断を受け、薬物治療
も行っているが、そのうちLDと並存が5名、軽度
知的障害が3名、反抗挑戦性障害が6名、行為障害
がl名含まれていた。
ADHDのみを主たる対象障害としていない報告も
みられる。たとえば、福田・中藤 (2000)はCAが
1歳10ヶ月から10歳2ヶ月(平均5歳8ヶ月)、遠
城寺式乳幼児分析的発達検査で精神年齢(以下MA
とする)の平均2歳6ヶ月の発達遅滞児を対象とし
ている。藤坂・井上(2004)は、CA1 歳11 ヶ月 ~5 歳、
発達指数(以下DQとする) 38.9~64. 7の自閉症と
知的障害のある 5名の子どもの保護者に対するPT
を行っている。子どもの障害がダウン症についても
報告がある(亀井・清水， 1995)。さまざまな障害
のある子どもを持つ保護者を対象としたPTとして
免田・伊藤ら (1995)の報告がある。 CAが2歳3ヶ
月~9歳 6 ヶ月(平均 4 歳 7 ヶ月)の、重篤な身体
障害を併有していない知的障害児を持つ保護者36名
を対象としていたが、子どもの障害の詳細な内訳
は、知的障害が27名、自閉症が3名、ダウン症が4
名、多動が l名、コルネリア・デ・ランゲ症候群が
l名であった。また彼らのDQは、津守・稲毛式乳
幼児精神発達検査において19~1 1O (平均53.6)、田
中ピネー式知能検査でIQは14.7~76で、あった(平均
46.7、測定不能児を除く)。長津・谷崎 (2005)では、
対象者の子ども34名中、自閉症が5名、高機能広汎
性発達障害が26名となっており、自閉症スペクトラ
ム在中心としている。
ADHD児およびその他の障害児に対するPTが果た
して有効なのかという点については、 V章の2にお
いて詳述するが、このようにADHDだけではなく、
ADHDと他の障害が合併したり、 ADHDの二次障害
が併発しているケース、また知的障害児や自閉症児
に対する取り組みもみられることから、個別形式の
PTだけでなく、集団形式のPTにおいても、子ども
の障害の種類で、厳密に参加者を統制しなければなら
ないわけではないということが示唆されよう。
IV. PTプログラムの概要
1. PTプログラムの目的
PTプログラムの目的は、その定義とも関係する
が、主たる目的は、親がそれを学んで実践すること
により、実際に子どもの行動を変容させることにあ
る。そのためには子どもの行動変容を引き出すため
のスキル自体の獲得だけでなく、 PTの概念に関す
る理解啓発、親の子育てに対する不安軽減と自信向
上、親子関係の改善などのより細かい目的を含んだ
総合的なプログラムが組まれることとなる。医療機
関で行うプログラムの場合は、目的として子どもに
対する治療効果を位置づけている(免田・伊藤ら，
1995 ;大隈・免田ら， 2002;伊藤・大隈， 2005)。
大学の研究室などで実施されているプログラムの場
合は、親の子育てに関する学習として取り上げられ、
合わせてその効果を検討するものとなっている(福
田・中藤， 2000;藤坂・井上， 2004;福田・中藤ら，
2005)。
2. P Tプログラムの対象
先述したように、報告されている研究では、 PT
プログラムの対象は、夫婦で参加を可としたもの(福
田・中藤ら， 2005)、父親を対象としたもの(亀井・
清水， 1995)といった一部を除き、ほとんどが母親
である。中には、子どもが参加する場合は、母親が
毎回のセッションで自分の子どもに直接指導を行い
ながらプログラムを進めるもの(李・中野， 1989; 
山上・伊藤ら， 1991;藤坂・井上， 2004)、基本的
には親を対象としながらもプログラムの前半や中
盤、後半等に適宜子どもが参加する機会を設け、そ
こでの親子の関わりを評価対象とするもの(福田・
中藤， 2000;飯田， 2002;福田・中藤ら， 2005)が
ある。
3. PTプログラムの対象人数
PTプログラムの対象人数は l名(個別〉で行う
ものと、集団で行うものがあり、集団の人数も数名
? ??? ?
から数十名程度までと多岐にわたる。免田・伊藤ら
(1995)は、 4グループ計36名の母親に実施したプ
ログラムを報告しているが、これは、 10名のスタッ
フが全体での講義に併せ、対象者を 2~3 人のグ
ノレーブρに分けて対応したものである。このように集
団を対象としていても、途中で、少人数グ、ルー フ。での
話じ合いや個別面談を取り入れるプログラム(福田・
中藤ら， 2005;伊藤・大隈， 2005)では、その対象
人数はグループに分かれたり個別に活動する際に対
応できるだけのスタッフがいるかどうかに左右され
ると考えられる。集団形式で行うPTについて岩坂・
中田ら (2004)によれば、妥当な参加人数とは、参
加者が l回のセッションの聞に少なくとも一度は発
言する機会やロールプレイする機会があり、少なく
とも 3人以上、 1回のセッションが 1時間半程度で
あれば 5~7 人程度という。
4. PTプログラムの指導者について
医療機関で行うプログラムについては、心理療法
士や医者を含む医療機関内のスタッフが指導し(免
田・伊藤ら， 1995;伊藤・大隈， 2005)、大学の研
究室や相談室などをベースに行うプログラムについ
ては大学教員などの専門スタッフと学生が指導する
のが主である(福田・中藤， 2000;藤坂・井上，
2004 ;福田・中藤ら， 2005)。岩坂・楠本ら (2003)
は、 PT家族会版の開発と実践を目的に、過去に病
院でPTを受けたことのあるADHD児の保護者が他の
保護者にPTを実施した集団プログラムの例を報告
している。
5. PTプログラムの実施回数、時間及び頻度
集団で行うプログラムは、内容と合わせて、その
実施回数、時聞及び頻度もあらかじめパッケージ化
されている。藤坂・井上(2004)は、 1回3時聞を7回、
1か月間実施している。免田・伊藤ら(1995)、福田・
中藤 (2000)、福田・中藤ら (2005)は、 l回2時
間で週 l 回のペースで1O~11回実施している。岩坂・
清水ら (2002)は、 l回1時間30分で隔週で1回実
施している。岩坂・楠本ら (2003)が報告した保護
者による家族会版PTでは、標準版として半年間で
10回、短縮版として2か月で8回実施している。ま
た、亀井・清水(1995)は、父親を対象としたPTで、
あらかじめ父親が参加しやすいようにスケジュール
調整をして、 4回実施している。
これに対し、個別に行うPTプログラムは、はじ
めから回数を限定するのではなく、あらかじめ l回
の時間と週あたりの実施頻度だけを決め、個々の
ケースに必要な回数だけ継続する場合が多い。李-
中野 (1989)のPTプログラムでは、発達障害幼児
の母親 2 名に対し、個別に l 回あたり 1 時間~1 時
間30分、週2回のペースでPTを実施し、中に毎回
10分間の親子指導実習を取り入れ、母親が完全に技
法を習得するまでほぼ半年間継続している。野坂・
内田 (2006)は、やはり発達障害児をもっ母親2名
に対し個別で指導を行い、それぞれ、 50分の面接を
28回、 12回と対象者に応じた回数で実施している。
山上・伊藤ら (1991)は、病院入院児の母親の家庭
療育時における育児能力向上と自信の回復を目指し
たPTで、入院2か月後から 2年後の退院時まで週
2回のペースで計100回実施している。
6. PTプ日夕、ラムに用いる教材や配布物等
プログラムの実施にあたっては、テキストを用い
る場合が多い。免田・伊藤ら (1995)、大隈・免田
ら (2001)、大隈・免田ら (2002)、伊藤・大隈 (2005)
は、毎回の内容が見聞き2ページからなるテキスト
を準備し、中に親が自由記述できるスペースを設け
ている。亀井・清水(1995)では、父親が家庭での
療育活動に参加する際に用いる行動分析の知識を記
した冊子を作成して親訓練を実施している。また藤
井 (2003)も、課題をまとめた資料をテキストとし
て使用している。他に、講義で実物、カード、スラ
イド、治療例VTRなど視覚的な教材を用いて理解促
進に努めたり(免田・伊藤ら， 1995;大隈・免田ら，
2001 ;大隈・免田ら， 2002;伊藤・大隈， 2005)、
子どもへの実際の関わりを随時VTR撮影して、親自
身の対応をフィードバックしたり、子どもの行動の
変容を確認したりする方法も用いられている。(李・
中野， 1989;亀井・清水， 1995;免田・伊藤ら，
1995 ;福田・中藤， 2000;大隈・免田ら， 2001，大
隈・免田ら， 2002;福田・中藤ら， 2005;伊藤・大
???
隈， 2005) 
7. PTプログラムの内容
各PTプログラムは主催する機関がそれぞれに研
究開発しているが、 PTプログラム自体が行動療法
理論に基づいているので、どのプログラムも内容は
行動療法の基本的な考え方の教授とスキルの練習、
及び実践をするための宿題を含んでいる。以下に代
表的なプログラムの内容と特徴について概説する。
( 1 )肥前方式親訓練プログラム(HPSTプログラム)
国立病院機構肥前精神医療センターでPTを実施
している免田・伊藤ら (1995)、大隈・免田ら (2001)
大隈・免田ら (2002)、伊藤・大隈 (2005)は、知
的障害児やADHD児をもっ親を対象としたプログラ
ムパッケージを開発し、肥前方式親訓練プログラム
(HPSTプログラム)と名付けている。このプログ
ラムの特徴は、講義形式でPTの理論と技法を学ぶ
前半と、個別、あるいは少人数グ、ルーフ。で、の面談に
よって、それぞれの親が自分の子どもに対する実際
的なかかわり方を検討、評価、改善する後半の2部
に分かれていること、さらに、前半と後半の聞に指
導者が席を外すコーヒータイムを1O~15分程度設
け、自由な意見交換の場が確保されていることであ
る。また、各回には講義の内容に応じた個別の宿題
が出され、次回の後半にそれを材料とした面談を行
うようになっている。表lに、大隈・免田ら (2001)
のPTプログラムを例示する。これは、 ADHD児をも
っ母親向けのプログラムである。 HPSTプログラム
では、講義の進行にあたり、質疑応答を促進する問
いかけ形式を取り入れ、参加者の内容理解が深ま
るように工夫をしている。また、後半の小グループ
ミーティングでは、各グルーフ。に指導者が付き、毎
回、宿題を基に母親の子どもに対する対応方法の評
価、修正、モデリング、記録方法の変更、効果測定、
及び新しい対応方法の提案などを行うことにより、
個々の事例に応じた柔軟な対応がとれるようになっ
ている。さらに、標的行動についてのVTRをフoログ
ラム実施前後に個別に撮影し、比較して成果を確
認できるようにしている。伊藤・大隈 (2005)は、
小グ、ルーフ。ミーティングの際に、母親自身が自発的
表1.肥前方式ADHDの親訓練プログラム (HPSTプログラム)
回 内容 宿題
オリエンテーション/自己紹介、講義:ADHDとは何かについ 標的行動希望5つを書く
て、行動療法のキーワードについて説明
2 講義:治療事例のVTR視聴し、行動分析の仕方、治療方法、 強化子を探す
経過の実際を説明、 G:標的行動決定。変化すれば他の行動
にも良い影響のある行動、応用モデルとなる行動の特定
3 講義:観察と記録の仕方、 ABC分析、 G:強化子決定 標的行動のABC分析と生起
頻度、持続時間、保護者
の対応を記録する
4 講義:強化、強化子、強化の仕方について、 ABC分析と強化
スケジ‘ュー ル、 G:行動の維持と随伴性検討、記録の仕方検
討、保護者の対応方法評価
5 講義:トークンシステム、行動契約とパックアップ強化子、
レスポンスコスト、 G:第4回に閉じ
6 講義:構造化の方法、物理的、スケジ‘ュール提示、視覚的な
教示、なすべきことのルーティン化、リスト活用、リマイン
ダー 活用、 G:第4回に同じ
毎回、セッションをふま
えて修正した内容に基づ
き記重量する(小グループ
での振り返りと対応修正
に利用)
7 講義:消去、無視、タイムアウト、他の行動強化、レスポン
スコスト、外出先や来客時に問題行動に対応できるための計
画やリハーサル、強化子、 G:第4回に同じ
8 G:宿題について話し合い、後半全員で:標的行動親子対応
| 場面VTR(親子で模綴家屋で、あるいは家庭で撮影)を参加
10 前後で比較、意見交換
1 修了式、事後テスト:皆勤賞、努力賞、修了証、福祉資源や
就学に当たっての地域情報提供、保護者の工夫した点のフィ
ード1¥ック
に作ったシール、約束表などを積極的に評価し活用
するよう支援した例を挙げ、プログラムにおけるス
タッフと親との協働性を強調している。
この方式はまとまった集団での概論学習と小集団
での個別課題学習の2本立てにより、それぞれの集
団特性老生かしたきめ細やかなプログラムを展開で
きるのが利点であるが、運営にあたっては、個々の
事例に対し、専門的な対応ができるスタッフが複数
名いることが前提になることから、導入する際は、
専門スタッフ自体の養成が必要となると思われる。
このスタッフには、 PTの理論に関する知識のみな
らず、母親のスキルの力量や子どもの状態、家庭で
の実践に関連する家庭環境要因等の査定能力や、相
※G:小グループミーテイング
大隈・免田ら (201)をもとに作成
手に応じた適切なアドバイスをすることができるカ
ウンセリングの力量が求められると考えられる。
(2)田川方式(福岡県立大学)親訓練プログラム
福岡県立大学で、発達障害児の親に対し福田・中
藤 (2000)、福田・中藤ら (2005)が行ったプログ
ラムである。取り上げる内容や、前半に講義を行い
コーヒータイムを挟んで後半に個別または小人数グ
l レー ブpミーティングを行うスタイルは肥前方式に近
いが、肥前方式では専門性のある複数のスタッフが
指導するのに対し、田川方式では少数の専門指導者
と学生で指導しているところが特徴である。特に
ミーティングについては、福田・中藤 (2000)では、
当初3名の親を l組として2名の専門担当者が加わ
?
?
??
り合同で実施していたが、福田・中藤ら (2005)で
は、 lセッションごとに、親がプライベートな個別
の問題について話題にできるように l人の親あるい
は夫婦に対して学生を含めた2、3人のスタッフと
いう形で、個別面接を行ってから、最後に再度全体で
のミーティングを組み込んで各親の取り組みを共有
できるようにするなどの改善を行い、専門家が少な
い場合のPTプログラムを検討している。
(3)奈良医大ADHD家族教室プログラム
奈良県立医科大学精神科における岩坂・清水ら
(2002)、飯田 (2002)によるプログラムである。
半年聞にわたる1回のセッシヨンのうち、最後の修
了式以外の10回を前半5回、後半5回の2段階に分
けて実施する。
まず、前半では、講義によるADHDの行動特性の
理解と、子どもの行動を好ましい行動、好ましくな
い行動、破壊的・他人を傷つける可能性のある行動
の3つに分け、その中の好ましい行動に注目してほ
めること、また参加者メンバ一同士のサポート機能
向上のため話し合うことなどを行う。特に、 4、
5回には、「親子タイム」を自宅で実施することを
宿題とする。これは、親が子どもに干渉せず、子ど
もが好きな遊びをする様子を肯定的に受容、賞賛す
る時間として、週に l 、 2 回、 15~20分程度、無理
のない範囲で行うこととなっている。これにより親
子関係が良い行動をしてほめられるというポジ、ティ
ブなものに変わっていくのを見届けて、後半のセッ
ションに進む。
後半では、以前に分類した3つのタイプの行動に
対する対応方法をタイプ別に学び、ロールプレイに
よって習得する。宿題では、分類した行動に対応し
て、子どもに対する行動タイプ別トークン表を各自
作成し、家庭での効果を出しやすくしている。また、
後半の最終セッションには、これまで撮影してきた
ロールプレイのVTRを初期と後期で比較し、親自身
の変容の自覚を促すようにしている。
このプログラムの特徴は、親子の相互作用が良い
循環になり、その状態で維持されるための手だてを
継続していることである。すなわち、前半では、好
? 。?
?
ましい行動を見付けてほめることを課題として、毎
回のセッションの最初に子どもの良いエピソードを
報告する時聞を設け、親が子どもの好ましい行動を
探すようにしむけている。後半で修正すべき行動(好
ましくない行動、破壊的・他人を傷つける可能性の
ある行動)に対する対応方法を親が学んだ後も、トー
クン表によって、子どもの好ましい行動が親によっ
て常に強化され続けるように仕組んである。さらに、
最後の修了式には親子で参加し、親に修了証を渡す
だけでなく、子どもに対しでも本プログラムの共同
実施者として、親子タイムやトークン表についての
がんばりを賞してメダルを渡して、表彰する機会を
設けている。このように、親による問題行動への対
応法だけでなく、親子関係の良好な相互作用の構築
と維持をプログラムの中に位置づけていることが本
プログラムの特徴といえる。
なお、このプログラムは一部変更され、岩坂・楠
本ら (2003)により、保護者自身が指導者となって
実施する家族会版PTでも用いられている。
(4)精研方式PTプログラム
藤井 (2003)が報告した、国立精神・神経センター
精神保健研究所におけるPTプログラムである。全
10回で、オリエンテーションの後、子どもの行動を
3種類に整理し、肯定的な注目(ほめる・認める)
を与える、子どもと二人っきりになれるスペシヤ
ルタイムの実践、してほくない行動への対応、子ど
もの協力を増やすための効果的な指示の出し方、子
どもの協力を増やすためのよりよい行動の表作り
(BBCチャート)、警告と罰(ペナルティ)の与え
方、幼稚園・保育所・学校との連携、おさらいとふ
りかえりが、その内容である。 BBCチャートとは、
1日のうちでもっとも悶着が起こり時間通りに事が
運ばない時間帯を決め、その時聞における親が子ど
もにしてほしい行動を 6~7 つ選んで項目にした 1
週間の表である。 1週間でその行動がいくつできた
かシールを貼って褒美を与え、強化する。
このプログラムの特徴は、学校との連携を組み込
んであることである。連絡カードを用いて、子ども
の改善したい行動を 2~3 つ程度親と教師が話し
合って決める。学校で、午前、午後、 1日と区切っ
て3段階評価で、教師がシールを貼り、家に持ち帰っ
たら親が短いコメントを記入する。教師と親が協力
して子どもに肯定的注目を与えることを目的として
いる。
( 5)新潟大学方式親のスキル訓練プログラム
(NIP-SKIP) 
これは主として広汎性発達障害の子どもを持つ母
親を対象としたプログラムである(長津・谷崎，
2005)。養護学校の公開講座として実施されたもの
で、内容は大学教員による応用行動分析の理論に基
づく子どもへの対応方法の講義、アドバイザーによ
るグ、ルーフ。別演習、個別の指導計画の作成、日常生
活での実践、報告会(実践の評価)からなる。回数
は 4 回で、第 1~3 回は、講義と演習をセットにし
て週に l回行い、その後親自身が第3回目に作成し
た個別の指導計画に基づいて家庭で指導を行い、 1 
か月後にその結果を持ち寄って報告会(第4回目)
を聞き評価する。このフログラムの特徴は、教職経
験のあるアドバイザーが個別対応を行うことにあ
る。限られた時間の演習で指導計画の作成、記録な
どを行うため、親が抱えている事例について十分検
討できない問題点が報告されているが、資質のある
アドバイザーが子どもの特性だけでなく、親の養育
スキルやニーズに応じて個別的に支援を行うことで
プログラムの効果を上げている。今後は、アドバイ
ザー養成プログラムの開発が求められる。
(6)個別PTプログラム
個別に実施されるPTプログラムについては、行
動療法理論の学習と個別指導プログラムの作成、実
施、評価が組み込まれている。李・中野 (1989)
は行動療法理論とその技法に関する 5回の勉強会と
実際に親が子どもに対して指導し、フィード、パック
を受ける実習、さらに、家庭学習教材による指導を
組み合わせて、実施している。実習での指導者によ
るフィードパックは、後に日常生活場面での母親自
身の自己評価報告に切り替えられる。山上・伊藤ら
(1991)は、子どもの行動を撮影したVTRに基づい
て、母親と一緒に行動理論による課題分析を行い、
? ー??
まず指導者が対応のモデリングを行い、それを見て
母親がSVを受けながら実際に子どもに対応し、 SV
をフェイディングする方法を実施している。母親の
対応とそれに伴う子どもの行動の変容をVTRに撮影
してフィードパックすることにより、母親自身を強
化している。野坂・内田 (2006)は、親自身が自力
で個別指導プログラムを作成できるようになること
を目的にしたPTプログラムを実施している。親に
対し、標的行動の決め方、個別指導プログラムの目
的、記録の取り方、 ABC分析、指導上の留意点(リ
ノ¥ーサルのしかた、子どものほめ方、自分の気持ち
の伝え方、声かけのしかた)などについて指導し、
完成度を50%、100%など段階的に設定して、個別
指導プログラムを親が作成できるようにしている。
これらの個別PTプログラムに共通するのは、プ
ログ、ラムの初期に指導者が親へのフィード、パックに
よる強化を頻繁に行う点である。まず指導者が丁寧
なSVを行い、それを徐々にはずして、親自身が自
立的に子どもの指導を行うことができるようになる
流れを取り入れている。
母親の主体的な子どもへの指導介入を検討した例
としては、竹内・島宗・橋本 (2002)による子ども
の行動を家庭で記録するチェックリストを用いた研
究がある。自閉症児の母親に対し、週 l回のペース
で面接を行い、最初の6田の面接で標的行動を選定
し、達成のために必要な一連の行動の課題分析を行
い、それを基に母親が家庭で指導する際のチェック
リストを作成した。その後、約2ヶ月間標的行動が
形成されるまで、母親がチェックリストに従って子
どもの行動を「自発、声がけ、身体援助」の3つに
分けて記録しながら家庭で指導を行い、週 l回の面
接指導でその結果を報告し、アドバイスを受けたり、
チェックリストを修正したりした。母親は、「課題
分析をすると何を教えたらよいか分かる」と、記録
をとる効果を認め、当初の標的行動が達成されると、
母親が主体的に新しい標的行動に取り組み始めたこ
とが報告されている。記録をとることは母親にとっ
て簡単ではなかったが、指導期間中、週l回、計25
回にわたる頻繁な面接を行い、指導経過の確認だけ
でなく子どもの進歩を認める支援を心がけ、母親の
実践が継続されるように配慮している。
このように、 PTでは、親に対して理論と方法を
提供するだけでなく、親自身の主体的な実践継続に
対する強化をプログラムに組み込むことの重要性が
示唆される。
8. PTプログラムのフォローアップ
研究によってフォーローアップの実施時期はさま
ざまであり、回数についても複数回にわたって行う
ものもあれば、 l回のみを報告しているものもある。
奈良県立医科大学精神科における岩坂・清水ら
(2002)、飯田 (2002)によるプログラムでは、修
了後 1ヶ月後をめどに個別で訓練前後の評価の変化
をフィード、パックするとともに、今後の日常生活で
どのテクニックを用いるかをアドバイスしたり、ま
たこれからも続けられそうなことを再検討し、続け
られる形に修正した上で当面の取り組むべき課題に
ついて決めている。
福田・中藤 (2000)は、プログラム修了半年後に
集団でのフォローアッフセッションを実施し、行動
変化についての討議、新たな問題への対処の検討を
行った後、ランチタイムをとり自由な情報交換の場
者提供している。
また、福田・中藤ら (2005)は、 3か月後にプロ
グラム実施中と同じスタイルでフォローアップセッ
ションを行い、集団ではその後の標的行動の様子を
話し合い、コー ヒー タイムのあと、小グ、ルー フ。で、新
たに取り組んでいる課題や対応に苦慮している課題
についてミーティングを実施している。また、親か
らの修了後フォローが少ないという要望に応えて、
日常的に親が相談に訪れやすい環境を作るため、大
学の生涯福祉研究センタ一事業「おもちゃとしよか
ん・たがわ」を利用し、学生ボランティアが図書館
にやってくる子ども達の遊び相手になっている問、
親たちが担当スタッフに養育上の問題を相談でき
るようにしている。 PHこ参加した親たち数組が、
継続的に訪れ、問題行動への対処やプログラムで学
んだ技法を応用することについての相談を行ってい
る。岩坂・清水ら (2002)は、 PTプログラムに位
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置付けた 1ヶ月後の個別のフォローアップ以外に
も、 PT~修了した親の希望に基づき、 2 ヶ月に l
度のペースで iADHD家族教室フォローの会」を開
催し、近況報告とプログ、ラムで習ったことをどのよ
うに生かしているか、あるいは工夫しているかを話
し合う機会を設けている。このように随時、あるい
は定期的に期限を決めずにフォローアップを受けら
れる設定は、 PTを利用した親側の視点に立った有
効な方法であると考えられる。
特にセッションを行わず、効果測定のみのフォ
ローアップを実施している場合もあり、免田・伊藤
ら(1995)は修了後、 2ヶ月、 6ヶ月、 l年後に複
数回評価を実施している。また、岩坂・楠本ら(2003)
は、 2ヶ月後に面接と質問紙調査を実施している。
個別のPTプログラムを実施した李・中野(1989)
は、フォローアップ老母親の指導技法の維持管理の
ためと位置づけ、複数回、定期的に実施している。
フォローアップは母親が大学の実験室での実習で完
全に技法を習得したことを確認した後、実施される。
内容は、母親のセルフモニタリング訓練(質問紙に
より日常場面での子どもへの行動老母親に自己評価
してもらう)、及び実験室でのフィードパックなし
指導実習(母親の対応技法の般化の査定)からなる。
同じく個別のPTプログラムを実施した場合でも、
効果測定のみを目的としたフォローアップを実施し
た場合もある。野坂・内田 (2006)は修了 1週間後
から 7田の面接を実施し、 PTプログラムに関する
アンケートと効果測定調査を実施したケースを報告
している。また、山上・伊藤ら (1991)は、修了4
年8ヶ月後に効果の維持測定を実施している。
以上のように、フォローアップの方法は各プログ
ラムによって様々であり、具体的な指導セッション
を取り入れたものや効果測定のみのものなど、それ
ぞれスタイルを異にしている。今後有効なフォロー
アップの方法について、さらに検討が求められる。
9.参加維持のための工夫
PTは、毎回のセッションへの参加と、各回ごと
にホームワークが課される形式のものが多い。免田・
伊藤ら(1995)によると、海外のデータではPT途
中での参加者のドロップアウト率は 9~23% とい
う。したがって、 PTプログラムでは参加者の出席
維持への工夫が必要不可欠である。たとえば、欠席
した保護者にその会の講義VTRを貸し出したり、参
加シールにより、皆勤賞や努力賞を設定して表彰す
るなど母親が参加するための動機付けにも配慮して
いる実践が見られる(免田・伊藤ら， 1995;大隅・
伊藤ら， 2006)。
また、亀井・清水 (1995)は、アセスメントにお
いて、父親がPTに参加しやすいように、父親のニー
ズや家庭での指導に参加可能な時間帯を調べ、スケ
ジ、ュールを調整しているが、このような参加条件を
事前調査により整えておくことも重要な工夫であろ
つ。
そのほかに、大隈・免田ら (2002)の報告では、
医療機関が行う治療行為としてPTを行っているた
め、毎回治療費の負担が参加者に求められる(健
康保険を利用し、平均して l回2，000円)。この点に
ついて、岩坂・中田ら (2004)は、 PT実施機関が
医療機関か否かにかかわらず、参加者自身が費用を
払ってPTに参加することは、 PT参加への意欲在高
めることに大きく影響すると述べている。
V. PTの評価方法と有効性の検討
1. PTの評価方法
今までにPTの効果の指標として用いられたもの
は、(1 )親の養育態度や精神的健康・養育ストレ
スなど親の変容を測定する尺度、(2)子どもの情緒・
行動など子どもの変容を測定する尺度に分けること
ができる。以下に先行研究で用いられた尺度につい
て概観する(表2)。
( 1 )親の変容を評価する尺度
PTは前述したように、行動療法に基づく原理や
養育技術を体系的に習得していく過程である。し
たがってPTの効果の指標として行動療法に関する
知識や養育技術が習得されているかそ検討した研
究は多い。中でもKBPAC(Knowledge of Behavior 
Principle as Applied to Children)を用いた研究が多
く見受けられる(亀井・清水， 1995;免田・伊藤ら，
1995 ;山上， 1998;福田・中藤， 2000;福田・中藤
ら， 2005)0 KBPACは梅津 (1982)によって作成さ
れた50項目からなる質問紙で、各質問の5つの選択
肢の中から行動変容の原理に基づいた選択肢をlつ
選択する手続きである。親がPTで学習した行動変
容の知識やテクニックを正確に理解しているかを知
るために有用な尺度と言える。
またPTは行動変容の知識や養育技術を学習・実
践し、子どもの行動が変容する乙とで
康や養育ストレスに良い影響を及ぼすことが期待
される。心身の健康で、は、 GHQ60(General Health 
Questionnaire)がよく用いられている。 GHQ60は
中川(1985)が翻訳・標準化した尺度で、神経症症
状をスペクトラムとして把握しようとしている。
「身体的症状JI不安と不眠JI社会的活動障害」
「うつ傾向」の4つの症状の程度を把握できる。
また簡易版として項目数を少なくしたGHQ28や
GHQ30がある。抑うつでは、 BDI(Beck Depression 
Inventory)が比較的よく用いられている。 BDIは林・
瀧本 (1991)が日本語版を作成している。 21の主要
な抑うつ症状から構成されている。
養育ストレスでは、 QRS(Questionnaireon Resources 
and Stress)がよく用いられている。 QRSは養育ス
トレスを評価する尺度で52項目からなる。二者択一
方式であり、下位尺度には「親と家族の問題JI悲観」
「子どもの特徴JI身体的能力の低さ」がある(山上，
1998)。また野坂・内田 (2006)は、育児不安尺度(手
島・原口， 2004)を介入段階ごとに測定している。
「中核的育児不安JI育児時間の負担感JI否定的な
育児感情」の3つの下位尺度で構成されている。
以上のようにPTによる親の変容の指標としては、
自己報告式の尺度を用いて親の心身の健康度や養育
ストレス、あるいは育児不安を測定するものが多い
が、岩坂・清水ら (2002)のように子どものADHD
の受容や行動の理解、対応の自信について20項目で
評価する家族の自信度調査票(伊藤による摂食障害
の家族評価を参考に藤井らが作成)を用いてPT参
加者だけでなく、その家族の変容を検討しているも
のも一部見受けられる。
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表2.PTで用いられている評価尺度
保護者
ORS 
BDI 
KBPAC 
感想による自信度の推測
ORS 
BDI 
KBPAC 
母親の行動観察 (VTR)でKoegelら
の基準により正用法、誤用法、 NA
に分類
KBPAC 
GH060 
家族の自信度調査票
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育児不安尺度
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子ども
標的行動の達成度
標的行動の達成度
標的行動の達成度
ADHD RS-IV (保護者・教
師用)
D③RSC 
標的行動の達成度
標的行動の達成度
ADHD RS-IV 
S-M社会生活能力検査
KIDS 
CARS 
ADHD RS-IV (保護者・教
師用)
標的行動の達成度
DSRSC 
ADHD RS-IV 
標的行動の達成度
CBCL 
ORS 
BDI 
ORS 
BDI 
KBPAC 
満足度評価アンケート
(2)子どもの変容を評価する尺度
PTでは、親が子どもの最良の治療者になること
を基本的な考えとしている。最終的な目標は子ども
の行動の変容にある。子どもの変容を測定する指標
としては、子どもの標的行動の達成度や改善度を
PTの前後や各段階に親が主観的に評価する方法が
よく用いられている(山上・伊藤ら， 1991;亀井・
清水， 1995;免田・伊藤ら， 1995;山上， 1998;福
田・中藤， 2000;大隈・免田ら， 2001;福田・中藤
ら， 2005;野坂・内田， 2006)。これは親と指導者
が話し合い、子どもにしてほしい行動や身につけて
欲しい行動(標的行動:例えば、「買い物中、母親
のそばにいる」など)をいくつか決め、その達成度
を O~100の聞の数値で親が主観的に評価するとい
うものである。子どもの行動の変容を簡便に評価で
き、進歩が分かりやすい点で有用だと思われる。
また子どもに多動/衝動性や不注意さの症状が
あったり、 ADHDと診断されていたりしている場合
はADHDRS-N (ADHD Rating Scale第4版)がよ
く用いられている(岩坂・清水ら， 2002) 0 ADHD 
RS-Nは、 ADHDの行動特徴である多動/衝動性、
不注意さを評価する18項目で構成されている。なお
ADHD RS-Nは、親が評価する家庭版、教師が評価
する学校版がある(山崎・安江・朝倉， 2000)。
子どもの抑うつ気分を測定するDSRSC(Depression 
Self Rating Scale for Children :村田， 1998が邦訳・
作成)も用いられている(岩坂・清水ら， 2002;飯
田， 2002) 0 DSRSCは子どもの抑うつ気分を測定す
る18項目である。
さらに子どもの行動・情緒を多面的に評価する
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CBCL (Child Behavior Check List :井潤ら， 2001が
邦訳・標準化)を用いている研究もある(大隈・免
田ら， 2001;大隈・伊藤， 2005)0 CBCLは 2~3 歳
用 (100項目で構成)と 4 歳~18歳の子ども (113項
目で構成)が対象で、親またはそれに準じる養育者
が記入するものである。 8つの症状群尺度(["ひき
こもりJ["身体的訴えJ["不安J["社会性の問題J["思
考の問題J["注意の問題J["非行的行動J["攻撃的行動J)
と2つの上位尺度(["内向尺度J["外向尺度J)で構
成されている。なおCBCLの89項目は11歳~18歳の
子どもが自己評価するYSR(Youth Self.四Report)と
教師が評価するTRF(Teachers Report Form)に共
通していて比較可能になっている。
2. PTの効果
ここではPTの効果を記述しである先行研究を中
心として、特に障害種別にPTの効果を概観する。
(1) ADHD 
岩坂・清水ら (2002)は、 ADHD児の親1名に
PTを実施した。その結果、 ADHDRS-Nでは、 1名
中5名が改善、 3名が悪化、 3名が不変であり、
DSRSCでは1名中6名が改善、 l名が悪化、 4名が
不変であった。親の自信度は1名全員が高い自信を
もてるようになり、 GHQでは子どもの行動改善群
で5名中 l名のみ悪化、行動不変悪化群で6名中4
名が悪化したことを報告している。
岩坂・楠木ら (2003)は、家族会版PTプログラ
ム(標準版は10回、短縮版は4回)老実施した。
標準版では5歳~高校 1年生までの18名 (ADHD診
断済みは 9 名)、短縮版では 4 歳~33歳までの20名
(ADHD診断済みは14名)が対象で、あった。その結
果、 ADHDRS-Nでは、標準版で14名中10名、短縮
版で1名中7名が改善した。また標準版で15名中8
名、短縮版で11名中4名において家族の自信度が改
善し、標準版で14名中5名、短縮版で1名中9名の
親の心身の健康度が改善し、特に不眠と不安の改善
に効果があったことを報告している。
飯田 (2002)は、20名に満たないADHD児の親(数
の詳細は不明)にPTを実施した。 ADHDRS-Nでは、
小学 2~3年という低年齢児童ほど行動改善がみら
? 。
れる傾向があり、 DSRSCでは約60%の児童が改善、
40%が不変だった。親の自信度では、ほぼ全員の自
信度は高くなり、特に「本人の成長をあせらず見守
るJ[" 1日l回以上本人をほめるJ["不適応行動に対
処するJ["本人のADHDで自分自身を責めることを
減らす」といった項目に改善が見られたことを報告
している。
大隈・免田ら (2001)は、 4歳のADHD児の母親
にPTを実施した症例を報告している。それによる
とCBCLは84→55に改善され、標的行動の「朝、保
育園の先生に挨拶する」の母親評価による達成度は
o→100に、「買い物中母親のそばにいる」は0→90
に上昇した。また親のBDIは12→4、QRSは15→6
に改善した。
大隈・伊藤 (2005)は、 ADHD児6名(平均年齢
5歳11ヶ月、平均IQ82.5)の親に対するHPSTプロ
グラムの効果を検討している。子どもの標的行動は、
参加時O点からセッション6で62.3点になり、 PT
修了後には87.3点に増加した。親のQRSは、 PT開始
時は17.3、PT修了時は13.3になり、 BDIは、 PT開始
時は10.3，PT修了時は6.6に減少した。 KBPACは、
PT開始時は13、PT修了時は29にまで増加した。
野坂・内田 (2006)は9歳のADHD児の母親にPT
を実施した。その結果、ADHDRS-Nは16→10に減少、
S-M社会生活能力検査のSQは104→108に向上、標的
行動の出現頻度は上昇した。なお、親の育児不安は
徐々に減少するが、介入E期後に一旦上昇し、親の
GHQはPT後に減少したことを報告している。
(2)知的障害
山上・伊藤ら (1991)は、 9歳の知的障害児の母
親にPTを実施した。標的行動である食事、入浴、
着衣、一人遊びのいずれも改善され、適応尺度では
全体的に適応が改善された。母親の養育技術は、乱
暴のコントロールのしかた、強化のしかたが改善し
たことを報告している。
免田・伊藤ら (1995)は、 36名の母親を対象に
HPSTプログラムの効果を検討している。標的行動
の達成度は0%→73%に有意に上昇した。また親の
KBPACは有意に増加し、親のQRS、BDIともに有意
に減少した。
福田・中藤 (2000)は、 9名の親を対象に田川方
式のPTを実施した。その結果、標的行動の達成度
は0%→80%に有意に上昇し、親のKBPACは有意に
増加した。一方、 BDIとGHQの得点には変化が見ら
れなかった。
福田・中藤ら (2005)は、 4年聞にわたる17組の
親にPTを実施し、その効果を検討している。標的
行動の達成度は全員が上昇、親のKBPACは有意に増
加し、親のBDIは有意に減少した。一方、 QRSの得
点には変化が見られなかった。
(3)広机性発達障害
李・中野(1989)は、 4歳6ヶ月の自閉傾向児の
母親にPTを実施し、その効果を個人間マルチプル
ベースラインデザインとABAデザインを併用して分
析している。その結果、母親の子どもに対するコミュ
ニケーション行動のうち、「指示の出し方」と「結
果の与え方」が改善され、子どもの標的行動も改善
されたことを報告している。
藤坂・井上 (2004)は、 l 歳11 ヶ月~5歳 0 ヶ月
のPDD児、自閉症児4名の親とMR児の親 l名にPT
を実施している。親の教授行動の平均正反応率は、
35% (PT 2ヶ月前)→38%(PT初日)→79%(PT後)
と増加した。また親のGHQ30は、10.8(PT 2ヶ月前)
→10.6 (PT初日〉→5.6(PT後)と改善した。また
3分間の自由場面を設定し、親子の相互作用の観察
した結果、子から親へのポジ、ティブな行動が増加し、
親から子、子から親へのネガ、ティブな行動(回避な
ど)は、ほとんど増加しなかったことを報告してい
る。
長津・谷崎 (2005)は、自閉症児5名、高機能広
汎性障害児26名、 ADHD児 l名、学習障害児 l名、
その他 l名、合計34名の子どもの親を対象にNIP-
SKIPを実施し、効果を検討している。それによると、
「気持ちに余裕がでてきたJIほめる回数が増えた」
などプラスの変化を報告した人は29名 (85%)、「み
んなできているのに自分だけがうまくいかずに落ち
込んだ」などのマイナスの変化を報告した人は2名
( 6%)であった。また報告会終了後に43件の子ど
? ??
もの目標行動をアド、パイザーが4段階の評定尺度で、
評価した結果、達成できた=20件 (47%)、ほぼ達
成できた=15件 (35%)、達成できたとは言えない
が一定の効果があった=6件 (14%)、変化が見ら
れなかった=2件(4%)であった。
野坂・内田 (2006)は、 4歳8ヶ月の精神遅滞在
伴う自閉症児にPTを実施した症例を報告している。
それによると標的行動の生起頻度が増加し、 KIDS
(乳幼児発達スケール)の「しつけ」が2歳9ヶ月
→3歳 1ヶ月に、「操作」が 1歳6ヶ月→2歳 1ヶ
月に上昇した。また親のGHQでは「身体的症状JI不
安と不眠」が減少した。
VI.その他
1 .プログラム形式によらないPTに関する知識伝
達が育児に及ぼす影響について
武市・脇口 (2004)は、乳幼児健診に参加した保
護者1.899名を対象に、事前にADHDという障害や、
その育児に有効なPTの概念を解説した資料を配布
して啓蒙した上で、かつADHDRS-IVを著者らが改
良した IADHD成人版」で保護者自身の不注意、多
動/衝動性や育児困難さとの関係を質問紙調査で
検討した。その結果、配布資料を読んだ保護者は
ADHDやPTに対する関心は高く、 IADHDを理解す
ることは子育てに役立つと思うか」という質問に対
しては、「思うJ85.5%、「思わないJ0.5%、「わか
らないJ11.9%、無回答2.1%で、あった。したがって、
ADHDやその他障害児だけではなく、育てにくさや
育児ストレスを抱える保護者にとっても、 PTの概
念や方法は、それを育児中の保護者が知ることだけ
でも、養育技術の向上や育児ストレスの軽減に幾分
かでも有効であることが期待できょう。
また、谷・島宗 (2001)は、低年齢の発達障害児
に早期集中療育を行うための教師教育プログラムと
して、特にコミュニケーシヨン老教える手続きに焦
点をあて、親・教師向けCD-ROM教材を開発してい
る。ランダムアクセスが可能であるというCDのメ
ディア特性を生かし、文字情報や画像・映像情報、
インターネットサイトへのリンクを取り入れ、親が
必要に応じて情報を取り出し、子どもの療育に活か
せるようになっている。内容は、指導理論の概説、
親が療育を行うための準備に関する事項、実際に
療育を行うために必要な事項(標的行動の決定、指
導方法の決定、具体的な指導方法の紹介)、用語解
説からなっている。療育機関でサービスを受けてい
る9名の保護者に試用してもらったところ、「分か
り易い」、「取り組んでいる療育の方法の確認ができ
る」、「親が自宅で勉強して実践できる」、「指導教室
などに参加したりできない親も知識を得られる」、
「親が教師や保育士に療育方法を説明するときに使
いやすい」などの利点が報告された。今後、この教
材の活用性を高め、実際の育児に対する効果を生む
ためには、コンテンツの使い易さを向上させるだけ
でなく、 CD-ROM配布後、親の要請に応じて療育内
容・方法の確認や評価を行ったり、親が継続して取
り組むことができるための支援や励まし、困ったと
きの相談など、専門家のパックアップがいつでもで
きる体制が必要であると思われる。
2. PTにおける親の相互サポート機能について
岩坂・清水ら (2002)は、 PT修了後のアンケー
ト結果から、 PTプログラムの前半でディスカッショ
ンに時間をかけ、お互いに意見を出しあったり、共
感し合ったりする機会老多くとるように配慮した結
果、親のグループ内メンバー聞にサポート機能が働
き、プラスの相乗効果を生み出したことを確認して
いる。また、福田・中藤ら (2005)は、各親が行っ
た工夫を全体ミーテイングで全員が共有する機会
を設けたことにより、回を重ねるごとに、親たちが
指導者が席を外したコーヒータイムやその日のプロ
グラム終了後にお互いに活発に情報交換するように
なったことを報告している。
このように、特に集団で行うPTでは、親の相互
サポート機能が向上し、育児ストレスの低下や、子
育てに対する不安軽減と自信向上につながる効果が
期待できる。今後、この機能を高めるためのプログ
ラム構成や展開の仕方について、さらなる検討が必
要である。
VH.おわりに
今回の文献レビューにおいては、研究論文、実践
報告、総説など、 PHこ関係するものを分析した。
ここでは、 PHこ関する今後の課題について述べる。
第ー に、 PTの効果検証の方法についてである。
本論で取り扱った文献には、プログラムの紹介で
あったり、概説的なもので、あったり、 l事例の症例
報告で、あったりとさまざまなものが含まれていた。
その中でも、特に、 PTの効果の検証を念頭に研究
デザインを組んで実施したものがある。福田・中藤
(2000)は、 3名X3組の多層式ベースライン法在、
李・中野(1989)は個人間マルチプルデザインと
ABAデザインとの併用により効果検証を行ってい
る。このように、ある症例に対して、 rv.PTの評
価方法と有効性の検討」で見てきたような、さまざ
まな指標や尺度によって、養育スキルの向上や育児
ストレスの低下、子どもの問題行動の低減といった
効果を、事前・事後ならびにフォローアップ時に測
定するだけにとどまらず、 PTという技法が、「技法
として有効性がある」という根拠 (evidence)を確
立するためにも、このような研究計画デザインに基
づく有効性の検討が今後は望まれよう。特に、対象
者である保護者には、ストレスの負荷量やうつ症状
の程度など、既にネガ、ティブ状況下にどの程度あり、
それがどのように改善・向上するのかといった仮説
に基づいた尺度利用をするものが多いが、ストレス
コーピングや統制の座などの一般特性について測定
することで、対象者ごとにどのようなPTの実施内
容や方法がより効果的なのかを考える、といったこ
とも検討の余地があると思われる。また、どのよう
な子どもにとって有効なのか1)については、今後も
実証的研究の積み重ねが期待される。
第二に、 PT修了後の親の養育スキルの維持及び
般化に関する研究の充実が望まれる。これまでの研
究ではPTプログラムパッケージの開発及び効果測
定による有効性の検討がその中心であり、 PT修了
後、長期にわたって親がPTで獲得した育児スキル
を維持したり、 PTで直接取り上げた以外の子ども
の行動への対応に般化させたりするために、どのよ
うなプログラムが必要かについては、まだ十分検討
?
?
? ?
されているとはいいがたい。しかしその中でも、母
親が習得したスキルを日常生活で使用しているかど
うかセルフモニタリングする訓練をPTプログラム
に組み込んだ李・中野 (1989)や、親が定期的に、
あるいは随時希望するときにフォローアップを受け
られる機会を設定した岩坂・清水ら (2002)、福田・
中藤ら (2005)の研究は、今後に示唆を与えるもの
といえよう。 PTは、学んだことが療育のキーパー
ソンたる親の資質として定着してこそ、その意義が
あると考える。その意味で、訓練成果の維持及び般
化のための対応は、プログラム開発に欠かせない要
件であると思われる。
第三に、言うまでも無く、 PTプログラムの提供
の充実が望まれる。こうしたPTプログラムを継続
的かつ定期的に開催している機関がある地域は、ま
だまだ多くはない。 PTプログラム実施の場が拡大
し、また専門の指導者がいなくても、親の会などが
主催でできるような支援体制が整えられることが望
まれる。加えて、学校場面においても、教員を対象
としたPTと同様のプログラムも必要と考えられる
(岩坂・清水ら， 2002)。その点、藤井 (2003)で
は幼稚園・保育所・学校との連携がプログラムに組
み入れてあり、こうした移行・連携を視野に入れた
PTプログラムは、今後ますます重要となるだろう。
註
1 )子どもの障害種別のPTの有効性については本
文中にも触れたが、岩坂・中田ら (2004)によれば、
PTプログラムは、 ADHDだけではなく、確定診断が
出ていない子ども、自閉症やLDなど他の発達障害
のある子どもを持つ保護者に対しても、子どもの問
題行動を減らす上で有効であるという。ただし、自
閉症児、および強迫性障害の子どものこだわり行動
に対しては、「計画的無視」は有効ではなく、かえっ
てこだわり行動を強めたり不安が高じたりパニック
になったりするという。したがって、こうした子ど
もには、こだわり行動が起きないような状況をまず
は整備することが必要となる。また子どもの年齢別
のPTの有効性について、岩坂・清水ら (2002)は、
-64-
特に幼児期のADHD児は薬物療法が行われにくいた
め、子どもがより低年齢児段階からPTが重要であ
ると指摘する。また岩坂・楠本ら (2003)では、
個々のケースの具体的変容データは記述されていな
いが、高校生や成人ケースで、も行動変容があったこ
とを報告している。
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